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農業近代化のための

、家族協定農業、に関する諸問題

A Study on the“Father and Son Agreement Farm" for Modern Agriculture 

小池

Akihito KOIKE 

概要

我が濁の農業の近代化がさけばれてから久しいが，その意味するところは，農業技術の面に力点がおかれ，農村社

会の近代化，とりわけ農家における近代化については，特にその蒸礎となる点、において，あまりふれられていなかっ

たといえよう。したがって，それに伴う農民教育，農業後継者教育も農業技術の郊に重点をおいたカリキュラムや，

講師の選定がおこなわれてきたのである。しかし，幾業と他産業との格差があまりにも開きすぎた現在において多く

の問題点、が指摘されてきた。しかし，我が閣の産業において農業のしめる位霞は大きく，その近代化が必須となって

きたのである。

ここに 1家族協定農業Jとか「父子契約農業Jなど西欽で行なわれていた諸税度が我が閣に紹介されるや否や，

ただちにとり入れた専業差是家があり(広島県の例).そのどの差是家においてもその緩営が円滑にいき，家族の構成員の

一人一人の将来が安定し，保障される方向でとりきめられたとみてよい。しかも，この「家族協定幾業Jをとり入れ

る農家は，激増しつつある。しかし，一般農家においては手さぐり状態でありこれら農民の教育，農業後継者教育を

推進さぜていくのに最も期待されているのは，農業改良普及員などによる役割，学校教育の場である差是業高校の来た

す役割が大きいといわざるを得ない。

「家族協定農業jの協定内容をみていくことは郎，その農家において何が一番問題となっているかをしめしている

ことtこなる。

したがって，今まで、結ぼれた協定内容を分析することによって，我が国の現代渓村の問題点をうきぼりにし，これ

からの農民教育，農業後継者教育をおしすすめる重姿な手がかりになってくるわけで、ある。

「家族協定差是業」は，王手に「農業後継者」確保とか入手不足解消のためのみの対策としてみることは一部的で.1家
族協定Jが農村社会，農家の近代化に来たす役割は，非常に大きいといわざるを得ない。論文の機成は，
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農業を経営しようとする条件の篠保jであり，このため

の家族関係の近代化や，農業経営の近代化をすすめてい

くというものである。このような点から今日の我が歯に

おいては農家，指導機関もこの導入については真剣にと

りくむ必要があるといえるのである。

しかし，家族協定農業にたいする批判と問題点がいく

つかあげることができる。

すなわち，家族協定にたいする批判としては，①家族

協定農業を行なう以前に農業そのものが他産業との絡室長

がなくなるよう努力すべきである。@家族協定農業は日

本農業のゆがみの上にできたものにすぎなし、。

また問題点としては，①日本人の現筏までの生活感覚

からして親子の間柄で契約とか協定とかはしっくりし、か

ないのではないか。@零細な経営規模の多い我が閣にお

いては無理ではないか。 G欧米と我閣との生活の感覚が

ちがう。すなわち夫縁単位の農家の親子の場合と向ーに

考えるのは問題である。①民法，農地法，相続税法等諸

積の現行制度の中では無理である，等々があることが切

らかとなった。

このように，この研究は農村における青少年をとりま

く現代幾村における問題を明確にうきぼりさせ，今後の

教育をいかにおしすすめていったらよL、かという課題の

一方向を考察するにある。したがって現復，我が留の農

村において，もっとも問題となっている点はなにか，と

いうことが解明されずには農村における青少年の教育は

幾分焦点のはずれたものになってしまうことは否定でき

ないであろう。

我が溺にかぎらずtlI:界的に農村における問題，農業の

賠走塁は多い。

それは，大きくわけて，農産物の生産の荷と，農村の

社会の留にわけられる。

幾産物生産の部においては，農業の近代化の代名詞と

なっている農業の技術隠，すなわち農業の機械化，農業

構造改善事業，その他があげられるが，ここでは，それ

らの点については，今までかなりの研究もなされている

のでとりあげない。

すなわち，ここでとりあげるのは前述した後者の陥で、

あり，農村における社会の簡における問題についてとり

第 1章研究の意図

我が閣における経済の高度成長と農業人口の流出に対

応して農業近代化の担い手としての新しい;農業後継者の

d教育，確保が今日の主義大な問題となっていると同時に幾

村の近代化がさけばれている。

しかし，農業後継者をうけいれるべき農村には余りに

もこれを阻害する要因が多いといわざるを得ない。

すなわち，因習におおわれた家族関係・労働問題，他

産業との所得格差，農村内における貧富の差等は急速に

解決でき得るものではない。

このような現状のなかで農業の近代化は必須であり，

これなしには農民の幸福はあり得ない。

このように現実と将来の方向の中で農業後継者を如何

に教育し確保するかは，改めて重姿な段階にあるといえ

る。

この時，全国にとりいれられ急速にひろまった「家族

協定農業」はこれに応えるものとして潟く評価されよう

としている。

ことに~爵農業会議所が中心となって検討がすすめら

れ，また各地において農業高校，農業改良普及員による

熱心な現地教育がおこなわれているが，この円滑な導入

方法，すなわち農民教育こそが今後の課題といえるので

ある。

研究の目的についてはあらかじめつぎの点を指摘して

おきたい。

1 )家族協定という新らしい課題がとりあげられ，家

族協定のねらいとするものは何か。

2)我が留における家族協定幾業実施農家の実態につ

いての事例の検討。

3)農業管少年の家族協定にたいする意識

4)我が閣における家族協定のあり方と農業後継者の

そラーノレを高め近代的農業経営によって主主計ーをたて

るために家族協定をし、かに導入するか。

を明らかにすることにある。

「家族協定農業」は表面的には，農業後継者の確保が

目的で，全国農業会議が農林大医の「農業労働力流出に

伴う問題と方策」についての答申中，1"家族協定」の確立

をうちだし全国的な問題として注目されるにいたった。

一方，農業近代化の指導者のすすんだ努力によって広島

県・山口県・茨城燥・北海道等においてその地域社会に

夫々密着した方式で推進されてきたといえる。

これらのプロセスのなかで次第に「家族協定」の本質

的なねらいや目的が明確になってきた。すなわち家族協

定農業は「家族農業経営において農業後継者が意欲的に

あげていこうということがねらいである。

この面については，その近代化のために幾多の農民自

身，農業関係者，研究者の努力がなされてきてはいる

が，差是業技術閣の研究よりもたちおくれているといわざ

るを得ないのである。

したがって，この視点にたった研究は，ここでは一考

察にすぎないかもしれないが，ますます君主要性を消して

くることが予測されるo
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農業近代化のための、家族協定農業、に関する諸問題

さいきん，我が国差是村にかぎらず，伎界的に家族協定 得水準の格差が大きいということ，第2に君主村生活苦事境

農業(父子契約，毅子契約.Father and Son Agreement 文化施設，厚生施設〉の不備，さらに農業経営におけ

Farm) を行なう農家が増加してきていることは注tl る家族関係の亦近代性一等がその主因であることがあきら

に値いしこのことをうらがきしているとみてよい。そ かにされた倣〕。

して，農村生活における問題点の解決が家族協定という 単に農村から労働力としての人口が他の産業に流出す

形でおこなわれたといえるのである。 るということだけならば，ある主意味では農業の近代化に

第2輩我がすにおける家族協定

家族協定農業(父子契約，親子契約〉の概念な整理し

てみると，つぎのようにいえる。

すなわち，家族協定主義業とは，殺と予を中心とする家

族問の話し合いによって，農業経営と終業生活のうえで，

家族それぞれの分担を決め，その家庭に応じ，それぞれ

の労働報酬と責任を一定の約束のもとに笑践し，家族相

互の新しい人間関係をつくり上げるための契約である。

すなわち，我が国においては親は老後の安定をばか

り，あとつぎは意欲的に差是業経営に参加し，嫁としゅう

とめといった不安定な女性の立場を改善して近代的な家

を実現し，家族の持っすべてのカを，差是業の近代化，経

営の拡大に向けようとするのが.r家族協定農業」のねら
いである。

新らしい農村の経営形態として，家族協定農業がな4ど

グローズ・アップしてきたか，その背f設をつぎにのべて

みたい。

我が国においては，かつては農村問題といえば，農家

の二・三労対策をさししめすがごとく大きな{立鐙をしめ

ていた。

ところが，昭和35年くらし、からの情勢をみると，二-

三努どころか，農家にとって必要不可欠な「農業後継

者」まで謝F食する傾向が強くなって，問題は，まったく

逆の立場から. ¥， 、かiこして「農業後継者Jを磯保するか

が， tりずにおいて，もっとも重大な問題となってきたの

である。

一方，最近の日本経済はめざましい発展をつづけ，と

くに工業の発展にともなって，地方都市には工場が進出

し，耕地の中には住宅地が造成され，都市における入手

不足がさけばれてきたので、ある。

このような状況のなかで，都市への人口流出がまずま

ずはげしくなってきたので、ある。

しかし，農業はけっして軽視されるべき存在ではな

い。近代化されたうえでのその役割は，むしろますます

重要になってくると怠われる。ただ，今のままの農業の

あり方でよいかどうかが問題であって，現代農村の悩み

もここに由来する。差是業後継者までが都市に流出する要

因は，第 1に際業以外の産業と比べてまだまだ差是家の所

役だっともし、いうる。というのは，日本の農業は狭い耕

地の上に必要以上の労力をつぎこむ農業経営をおこなっ

てきた。したがって労働力が不足してくることは，少な

い労働力でいままでの経営を維持していくためにも，経

営の合理化によってその労働の生産性を高める必要にせ

まられて，農業を近代化するためには絶好の機会になる

はずなのであるの

ところが，事態はそうではなく，表主ド労働力の都市へ

の流出により，近代化の意欲を喪失しているのが現状で

ある。

ここで，学校教育をはじめとする教育機関の役割を陪

趨にしないわけにはし、かない。

義務教育をうけ終ってからの道は大まかにわけて3つ

ある。それは，上級進学か，他産業就織か，在家庭にあ

って室誌の手伝いをするかである。そこで，前2:j告を選択

するものは差是村を離れていく傾向にあり，結局最も大き

な問題は，在村者の質の問題ということになってくる。

このような傾向のまま進んでいけば，おそらく農村と都

市との問には人材の大きな断層が生じてくることは明白

である。

農村を離れる若年労働者が，その差是家の後継者である

かどうかによって問題はさらに深刻化するわけである

が，最近の実情では，その農業後継者が農村の生活をき

らい，離農する傾向が強く，とくに成績のよい子供は，

無理をしても進学の道を運ぶ。しかも，進学の道はまた

離農に通じているので，農業に残る者は成綴の恋、いもの

という結果を主主み，逆にその傾向が{優秀なものの離農を

促すという悪循i磯を生じている。さらには，ずで、に農家

に残った人たちまで他の産業に職を求め，あるいは農家

の経営主にまでその傾向が現われてきているのが環状で

ある。その結果，農村では考人や他の部門に流出の出来な

い主婦たちの労働にたよらざるを得ないことになった。

現在では，老人と婦人が農業労働の主力をなし，農業

就業人口の約60%が婦人労働力であるという紡泉を生ん

だ。

つぎに，農村での深刻な社会問題になっていること

は，幾村に燦をおちつけた青年たちの配偶者の確保の出

題である。

これは，去をい女性が農業労働をきらう傾向が強くなっ

u主7 昭和37年会関誌薬会議所
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たという理由のほかに，農家生活のうえでの女性の立場

嫁の座のあり方に根深い問題があると考えられる。

農家に嫁つく、、女性がなぜ少ないのか。その経済的な貧

しさもあるが，しかし，若い女性のきらうものは，差是村

家庭の姿，待代おくれな嫁の援なのである。嫁としゅう

とめの関係がよく話題になるけれども，そのしゅうとめ

をも含めて，すべて女性の立場というものが，農家生活

の中では，ほとんど認められていないところに問題があ

る。

つぎに問題になる点は，両親たち年寄りの悩みであ

る。このままで若い人達に村を見放されていったなら年

寄りがいつまでも苦労をつづけることになりはしないか

という，老後の不安である。

子どもたちの意を迎えるために，オートバイを買って

与えたり，テイラーをE寄ったりという対策では，家を離

れようとする若者たちを引きとめておくこともできない

と嘆く両親も，それ以上の方策もたたないままに悩んで

いる。農作業といっても，今の農村における健康のレベ

ルでは，もう55歳あたりを峠にして脅しさを土脅してく

る。老後の安らぎを見いだしたい定年である。その定年

も近づくのに，あるいは過ぎてしまったのに，あとつぎ

が克つからないという不安は両親たちにとっては将来を

絶望するにも等しい。

このように現実の農村の姿をみると，憲法の理想、と

は，ほど速いものがあって，それは経済的な貧しさばか

りがその原因ではないのである。

例えば，現代農村の大きな悩みである，嫁耳支ワ難の問

題にしても，多くの農家では，嫁の践というものがあま

り翁みられない。嫁がくることは，単なる無償の労働力

が1人ふえたにすぎないとすれば，若い女性が初めから

相手にしないのも当然である。

しかも農家の住訴の構造をみても家族雑居型が多く，

ふす簡をへだてて親子兄弟が雑居している o

このようなことがわかっていても，家族の間でそれを

話し合ったり，改替を相談できるような親と子の失遜の

場がなしばらばらのまま時流に押し派されているので

ある。

若い青年たちと話し合ってみても，こづかい銭にも不

自由するような現在の立場を嘆く者が多い。すなわち，

農村の青少年はただ奉公で、はいやだといい，親の立場か

らいえば，俺たちの時代はそれで過してきたのだとい

う。ここに役代の断潟がある。

我が国で最初に父子契約を行った関城町における農家

の、さいふ持ち、調査によると 20歳から 30歳までの

、ざいふ持ち、が4.6%と比較的少ないのは，世代の交

替がおくれてし、ることを示しており，また， 50歳以上が

49.3%もあることは注目される。

仮に綴が60歳になれば，その予の年齢はふつう30歳を

過ぎるとみてよい。そうして30歳会過ぎれば，たいてい

子供の一人や二人ぐらいは持っている。それにもかかわ

らず一家の経済は親がにぎり，金銭の自由も子はもたな

いということになる。

すなわち，老後の不安が，心ならずも，後継者の芽を

摘んでしまうという幾世代にもわたる悪循環を繰り遂

しそれを断ち切れないのが多くの農家の姿であり，こ

こにも，現状のままでは，解決のためのふたつの世代の

共通の場が見当たらないのである。

以上，農村における問題点のいくつかを述べたが，結

局は近代農業をうちたてる大前提として，農村での、家

の近代化、が根本的な問題であり， j可毅には老後の安定

を，ヲーには農業に対する夢と自信を，現実の上で突現す

る機会合与えるような，なんらかの施策が肝要きになって

くるのである。

農家の一人一人を血の遜った人間として考え，今まで

の「家jの中に新しい人間関係をつくり上げていく，そ

して，その中からあらたな窓欲と協同の精神を議り上げ

ていく，これが家族協定農業(親子契約〉のほんとうの

ねらいなのである。

これからの農業は，これまでの安易な伝統的農業，伝

統的農業生活を充分反令書した上で，そこから脱皮し，新

らしい農業経営形態をつくり，有能な農業者に働きがい

のある農業とし，家庭の主婦に生きがいのある，努力が

いのある家庭生活とすることが，痛感されるのである。

このような農村生活の改革は，一方においては農業主主主主

の活から，他方においては家庭消費の側頭から男女分

業，分担の範留を明らかにし，各自が支i:I:をもって協力

し合うようにする立をに，初めて達成することができ，わ

が国農村生活に新生磁を開拓することができるのであ

る。

ここにいう「農村生活の改革」については，その手が

かりがなかなかっかめないままに過ごしてきたが，r家族
協定農業Jを実践することによってその解決は可能なの

でるる。

我が閣における家族協定農業の実施状況をみると，秋

図・宮城・福島・群馬・茨城・三重注・広島・山口・北海

道で総数2，900戸にのぼっている。(昭和39年12月農林省

統計言語査でおこなったもの:文警で契約をとりかわして

いるもの，口:.;:で月給制をとり入れているといっている

ものを含む〉

北海道においては，昭和42年度調査で文芸撃による契約

農家数は約200戸である。

家数協定農業がなぜ我が障でおこなわれるようになっ
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たかをみると欧米(アメザカ・西ドイツ・ブラ γス〕

が，法律にもとづいておこなっていたものを，昭和39年

6月付差是政通達によって「家族協定」の指針が明らかに

されたことにはじまる。

これが農業改良普及員を通じて一部農家にとり入れら

れたのである。

これと板前後して，我が図の家族労作計画において，

単に物質的な側関からの近代化をおしすすめるのは不充

分であるとの見解をお本農業会議で昭和38年幾林大臣に

しめされたのである。

北海道においては，昭和38年4月十勝清水町，沢本2誌

が，r家族協定農業」実施農家第 I号として誕生した。
そして，昭和44年現在では，旭川29戸，森町30戸， p事

王室町2戸，早来町2戸などが実施せられ，南i燦町におい

ては高校教育(農業課程〕の段階で、行っている。また，

美瑛1l!J.北村町でもその繍芽がみられる。

このなかで，r家族協定農業」を実施するにあたり，特
に問題となっている点については，従来，少くとも親子

の間で契約するという，あるいは協定をおこなうという

慣行のなかった農家において，偶人の権利・義務を強く

支援するといった図柄の制度をいきなり我が留農村に持

ちこんでくるという点には問題がある。しかし，その考

え方を整理していくことによって将来に展望が開けてく

るであろう。

アメリカにおいては，恵子が父親の財産を買いとると

いう例は少なくない。

フランスの例をみると， 1960"f，農業に関する法律が

作られた。

西ドイツでは1957年，老齢農民援助法，すなわち差是民

の老後の保障にかんする法律が制定された。

我が閣においては，農地→括生前総与の特例(鶏与税

に対する便宜をする〉が考えられたが，農業後継者に一

括に畿地等不動産が贈与されることになると，法的には

「括贈与は均分;増与にひきもどされるという解釈がなり

たち問題点となる。

童基地という重要な生産手段を息子に鱗与するのである

からこの場合かならず，協定事項には，肉親の老後の

保障条項をいれている。また，その資金加においても考

露草されている。

生産性の高い農業を行っていくためには際業技術のみ

に備することなく，やはり農家の近代化，それも諸外国の

ような例をそっくり我が留に移入するのではなくして，

それを充分消化し我が関農村にも適合するような形にし

て法制上の確立合はかる必要さがある。

しかるに我が国では，このことについてはあまりカた

入れていないのが現状である。

ここで，家族協定幾業について，その協定内容につい

て検討してみようと思う。すなわち，

① 農業後継者の年齢によって，協定事項がちがうこ

とが指摘される。すなわち，婚前の20歳前においては，

その協定内容に教脊的な碕が含まれているということで

ある。

たとえば，農業経営主たる父殺が，差是業後継者たる子

を手元において，いわゆるO.J.T.をおこなうといった

点を入れ，次第の農業経営者として育成していくといっ

た項目が多いのである。

@ 農業後継者の結婚後においては，かなりの経営に

しめる地位をはっきりと確認することが多くなってい

る。

すなわち， ，農業後継者が結婚すると，経営権(財~権

とはちがう〉を委ねてしまう場合が多くなってくるので

ある。

① つぎに，さらにすすんで、農業後継者の嫁の践とい

ったものも確立することが多くなっている。たとえば，

結婚した時にはあらかじめ妥の肢の地位を決めておくこ

とがある。

① さらに農業後継者が農業経営について実力がつい

てくると，財産擦を一部わたしていく (5年後とか10年

後〉といった項目がでてくる。現行の税制上の遼用聞に

おいては，基礎控徐額が40万円であるので，それ以上は

非常に高くなっていく点、があげられる。

したがって，一方においては，農地取得税，一方にお

いては譲渡税がかかってくるということで税総の言語から

も問題点がある。

「家族協定農業」の今後の課題については，農業効果

において，もっとも発展するのは40~45歳ぐらいだとい

われているが，そうL、う時期に新らしい農業後継者に経

営権限や財産(土地〉を分けあたえモラーノレを高めてい

くということは，農業経営経験に富んだものと，柔軟な

顕日討をもったものとの一体化となり，新しい農業の展望

がひらけてくるのではないかという期待があるのであ

る。

一方，農業の法人化が行われてくる傾向がある。すな

わち，企業，農業法人といった新しい形態がでてくる。

しかし，これにかわって農家に適合した「家族協定農

業」がはたすという見方がでてくるのである。

すなわち，過渡的な形態として「家族協定農業」は位

置づけられるかも知れない。

現在，r家族協定農業jを行っていない農家においても
法人化といった新しい形態に志向する傾向はみられる。

これは侭を意味するのかというと， r家族協定農業」
は，単なる農業法人化に志向するプロセスとしてのみJjl，
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ることはできないということである。

すなわち，我が国際家の従来の!日ぃ家族潟係のありプJ

を改善していくのが.1家族協業協定Jであるといった方

向つ著けを期待されているということである。

したがってこれの窓とするところは，単に月給を支給

するとか，農業経営の一部を農業後継者にまかせるとい

ったとりあげかたでなく，幾業後継者に将来に対するピ

ジ翠 γをもたせると問時に，資イ壬ある農業経営参加とい

うことが臼的なのである。

「家族協業協定君主薬jの対象者は，必ずしも，経営主

たる親，農業経継者たる息子だけで、はない。

すなわち，その対象は，農業後継者の父母，幾業後継

者はもとよりその姿，孫もその対象となるわけである ο

したがって.r家族協定農業Jはいろいろな名称でよば
れている。(例えば「父子契約J.r親子契約Jなどとい
う呼称よりも，より適切であるように恩われる。〉

欧米では.r家族協定Jにおいても，法的にすぐ続行し
なければ，裁判にもちこむケースが多L、。しかし，我が

国では，まだその例はなく，もし，家族問の対立がおこ

っても，家族内で解決していくという傾向が強い。これ

が欧米と我が国の社会制度や生活感党の相違とみること

ができる。

「家族協定農業」よりも，近代的であるとみられる農

業共河経営は，一部を除いては人間関係の砲で成功した

例は少なし、。成功しているのは向族で行っているところ

が多い。

「農業共同経営jは.r家族協定農業jとは質的に途っ
ており，農業法人イヒ，農業の企業化とみることができ，

また税対策といった特典も大きな位澄をしめている。

「家族協定農業」の将来のどジョンを考えれば，淡家

に定着していくとみてよい。それは，農業法人にした方

がよいという価{箆判断によってちがってくる。

作目別にみると，本道においては. r家族協定 ß~ 家」

は，米作地帯に多い。つぎにわずかで、はあるが，円前段・

果樹経営農家の舶になっている。

しかし，国としての施策としてはとりあげられていな

し、。

それにもかかわらず，農家からの「家族協定後業」に

たし、ずる要望が多いので，農業改良務及員の来す役割が

大きい。 c例本道森町農業改良1j及員，時沼氏など〉
「家族協定農業」の主たる目的は，農業後継者の確保

にあったとみてよい。しかし，この開題をきっかけとし

て差益家の近代化をすすめることに役だっ，すなわち，新

しい農業経営の発援を期待するといった点で，将来の発

展につながっていくものなったことは否めない。それ

は，特:に北海道においてその傾向は著しいとみることが

て、ぎる。

従来我が国農村になかった「協定」とか「契約」とい

ったものを農村に導入したことが券常に大きな刺激とな

る結果となってきたといえるのである。

しかし，府県ではかなり，消極的である。

すなわち，兼業をすすめているようなありさまであ

る。

したがって，家族協定は，自立農家すなわち，兼業を行

っていない農家においてその意義が大きいとみてよい。

以上のべてきたように，我が簡における家族協定農業

については，現在，農業における後継者の確保が深刻性

を検してきたということがあげられる。

これは，昭和30年代になってから，それまで‘の，農村

に必ける過剰j人口についての問題点から，長努をもふく

む表幸子労働力の農業以外へのいちぢるしい流出が，家族

f段業経滋の存続にとって重大なる危機をもたらしている

からである。

これは，高度な資本主義経済成長の下での主主皮伎の低

い部門. IB来の家族経営によって営まれているなどのご

まを，三重のギャップのなかにあって，農業後継者問題が避

けえないものであることが明向になってきたので、ある。

封建社会下にあっては，農業後継者は制度的に確保さ

れ，また産業の格差も務在と比較にならなかったことに

対し，資本主義下の家族農業経営の場合には，回有の干写

生産の機構をもっていない，ということがあげられる。

家族経営が，家族緩営として親から子へと世代を越え

て存続するためには個別的かっ私的に，経常内部に農業

後継者を確保しなければならない。

しかも，そのようにして家族経鴬は再生産されながら

総体として幾民}替の分解遇税にまきこまれざるを得な

し、。

まさに，このことが，現在の日本資本主義の発疑段階

では，専業農家の最底規模がたえざる上昇をつづけ，下

j警における兼業化，税農化の進行， と!習における資本家

的経営の段開の阻止という現象のなかにおいて，各家族

際業経営が，あとつぎを私的かっ館別的に確保すること

が困難になり，その存続に危機を感ずる，という形で現

われているのである，とみることができる。

農業後継者確保問題が，このように根深いものである

かぎり，その解決がきわめて濁難であることはいうまで

もない。

全国農業会議所が「農業構造の改議，近代的幾業経J滋

の確立の観点から最近の農業労働力流出の陪題点」とし

て， 自立経営たりうる農家，王卒業差是家における後継者の

不足，資質の低下，労力構成の怒化Jcr差是林大医諮問に
対する中間意見(著書約)J昭和38年8月1日〉を挙げ，必

ずしも差是家一般のあとつぎ問題を提起していないのも，
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主長業イヒ，脱差是家していく部分については，ヱド米対策を立て

えないからであろう。ともかく，この点、に関してなんら

かの法的規制jが必婆であるとするならば，その前提とし

て，まず，現在の日本における農民層の分解過程におい

て，家族農業経営の承継が，いかなる型態と構造において

なされていくかを法社会学の立場から切らにしなければ

ならない(出。作目別の農村問題については，お)11県石川

郡松任町字横江部落(水留意井ず敵帯の農村)，長野県下伊

那郡松川町大学大王寺堤原部落(果樹地帯の差是村)， 長野

県議訪市大字湖南田辺部毒事〔兼業地帯の農村〉の実態調査

と，現在における家族農業経営の内部構造が調査されて

いるが祥締については機会があれば述べることにする。

父子契約の類裂と定義については以下があげられる。

的 類 型i 定 義. I"l ':& 当F

家庭
家族関係の近代化 家族関係近 まだ身分制や{潔行のx語3から1mけ切

代化協定 つてはいないが，夫総家族をま璽怒と

L.絞営と家計な分離し，家の授業

資産や家族の無官苦労働をが1人の財産
と資金労働者に改める努力の沼め巳

れるとりきめ。

'" 
息子に重量業絞営に 実習協定 父親が家畿やー廷の設地を貸与して

際する知識と技術 絞営を任せ，費用を支払った残りの
習
を実践約に習得さ i収主主を息子の収入とする。

民

階
せること 部門別扱協 父親の経営のラち，一定部門を子

A: の資任において分担させる。

恩子が1人前の重量 労働桜鱗協 息子の年齢・能力・経験に応じて，
民としての交の絞 定 一般履際資金水準の月給を支払号。

営に参加できるよ 気金及びi以月給の他に，剰余所得に>C;じてJjj(議

経
号になり，父はA誌主主分配協定 さと分配する。 この分頭立は， 家言若・機

子に公正な童書金の i減・線設なとoの現物を以ってするこ
営 支払いや収益分配 ともおる。

央〆
を行なって. ~菱重量 主雪主筆傍協定 父の草菱地や家斎を絞りて19}，子が小作

資産の箆取りを準 経営をする。
力日 僻させる 部門分割j協 父の絞営のItqこ，息子が自分の経営

段 A: 部分を持つよるになり，独立採算制A

階
の経営を行なラ。

協栄終i書協 父と子がそれぞれ授業資漆・資金・

:ι 労働力を提供して共何で経営し.i是
供した資産・'if金・うj織力に応じて
収読を分配する。

父の授業資産主を怠 産量業資産縫 父の授業経営を主寄金延払L、f昔mえま
子に貿耳zらせる 波協定 (年斌倹遼). 扶養料く現金又は税

物). 父母の老後生活保隊等の方法

で息子に寅取らせる。

1 試案協定 ，官、子にや.H華， あるL、l土一主主の産量地を任せ，見込
(Proiect 子のfHEにおいて飼育，耕作させる。息子は会]
Agreement) 料，肥料. ~霊薬等の費用を父車lに支払い，そこ

から得た収益を取得する。

(潤l!1で形式l:fらなし、もの。ぷ→子がノ、イスター

ノレ花学中に計i磁される1

2 長霊場経営部 燦場の経営部門く乳牛長]符，タパコ主的等〉の

F日協〉ζ 絞営をXJ，、子が革審任をもてコて行なラもの。
(Enterprise 正試薬協定ののち，さらに控室場経営への資佼と

Agreement) 関心を尚めるもので，父親と息子の共同経営に
いたるまでの段階。なお磁接以下の述べる方法

で必子を幾重室経営に参加させる場合もある。〕

五 持金協定 必j がブメレ・タイム是霊場で働くよ告になったと

n九Tage き父親と以子のf認で資金契約を給ぶ。よ子;主従
Agreement) I 金のみを支払われる。

五一時的のもので，忠子が経営者としての経験

を得たい場合には，適当ではないρ

4 鋳金及び所 ! 父親i主怠子に蓄電金を支払ラほか，東i余所得があ
f守分配協定 i るときは息子に分挺する。毎年の所得分援は，
(Wage and 漠fe収入，在感，資本の変化を慕識としてとり

Incnne 決められる。所得分続は家議，機械，差是用施設

Achieving 等の現物で行なわれる場合もある。

Agreement) I く父親は会愛媛を所符L.全経営費を魚抱L内
経営を主主転している。息子はなお労働のみ援供

する段階。ヲ

5 主主主主借契約 i 息子が父親から畿地，家議等を借り受lす，小作
(Lease 人として綾紫綬営を営むもの。息子は経営にM
Agreementl 1 する経験をかなり宥し資本議後もお宮当している

(父綴が議場の緩営や作業から部分的ないし完

全に引退する時期に適当とされる。〉

6. 共防総営協 [ 父親は不動産を，怠子は機械，家苦言等の動産を

A 提供 L.共関経営を行なラもの。息子の動産は

(]oint 経営協定や賃金協定等で得たり，父綴から貿耳元

Operation ったもの。父溺の不動援は出資又は賃貸借の形

Agreement) 1 式で，それぞれ援供したものI'::>C;じ，収主主分配
がなされる。法律的には組合協定と谷会協定に

わけられる。

く息子が常時議場協定に参加する緩塁走と資本が

できた段階において絞も妥当するρ

7. 産霊場譲渡協 | 農業経営を行なっている忠子に活動中のままの

A: 授喝の所有権を移転するもの。①現金と主主~機

(Far出 [ およびその誕議付の駁究契約。②購入依梼をG!il

Transfer 定 L.一定期間で支払ラ契約。③現物による代
Agreement) 1 金支払いの契約。@議場収主主より支払ラ契約。

①塁霊場{阪格も毎年の支払い代金も-5i:していな

L契約。③扶餐契約による禁場移転契約の方法

泊1ある。

8. 後金経期持労 i 一定範飽の家主主労働を農業経営者の綴伐に際し
働契約 i て評似 L.絞営者の生前，その経営夜と家族問

に夜行期を相続開始持とする賃金支払いの契約

が与悲していたとみなして，手百統員オE霊からの{五

済を認めよラとするもので，したがって支払延

期の策金は相続主主務とされるi璽怒分の算定慕礎
からも俊徐される。

く受自主機者，延期延金の計君事方法，免税措援に

ついての法律規定があるρ

つぎに，農業高校での父子契約の限界についてのべる

と， 1.奨業高校在学中または卒業までに一律に成立させよ

うとすることは誤りで，無理でもあり該当農家を混乱さ

せる危険がある。従って次の指導目標を定め，この兵体

的指導を考えるべきである。すなわち，

1. 父子契約を濯解している(目的，方式等〉

2. 父子契約する場合の条件装備が進められている

(簿記の記娠，経営計画号事〕

3. 父子契約が円滑に行われる家族関係が議成されて

いるo

4. 資金を準備している(賃金契約等をして〕

5. 父子契約の初期基礎プロジェクトから中期段階ま

で進められている。

6. 卒業後発展的に進められる素地が議われてし、る。

殺と予の真剣な話し合いは，各人が平等に尊ばれるよ

け主) 日本の幾重量 34
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うな人間関係をつくり出すことであって，この親子関の

緩い気持が農業の将来に明るい希望をもたらし，生i底~

農業で生き抜こうとしみ磯業意識を植えつける事にな

る。このような人間関係の変化即ち農家の近代的家族関

係の磯立が生産までも改変するものである O 家族の内問

的希望実現の可能性が大なる程その野心も意、欲も高揚さ

れるものである。この結果が農業生産に好影饗を与える

毒事は推測に難くない事でひいては所得の橋大に現れるこ

ともさ当然の結果として考えられ，期待もするところであ

る。

こんにち，父子契約のねらいが単に農業後継者の引止

め策という末しょう策的な批判も関かれるが結局このこ

とが家族関係の近代化，農業経営の近代化の遂として有

効なることを明記したい。

父子契約の成立条件についてつぎにのべると，父子契

約が成立するためには，どのような条件が，先ず整備さ

れる必要があろうか。

1つには当該農家の震まかれている経済的条件である。

父子契約が行われるためには，家族労働力に対する賃金

部分を計算にいれない従来の家族農業経営が，ともかく

も賃金全部を計算可能にする一つの企業として成立しな

ければならない。この事は労働報酬契約の場合にも叉経

営参加契約の場合でも同様である。我が関の若手例をみて

もその村の上層農家が比絞的安定した父子契約を進めて

いることも伺える。しかしながら後家に於いても支払し、

賃金は一般の水準より何割か少ない支払し、にとどめてい

る事は，白木差是業の生産力の低位性によるものといえ

る。父子契約が一般化するためには何よりもまず家族農

業経営の中から家族労働者に対する資金支払を可能にす

る，農業生産力の発展と仕組が前提である。(少なくと

も「あとつぎjの主体性が確保される範踏の農業生産力

は必要である。〉叉際家で、は父子契約が成立するために

は一単に外面的な形式としてではなく笑質的な関係とし

て成立するためには一家長が，実質的にも家族集団の共

同の所有である財産を，いわば信託的に管理しているの

でなくて彼俗人の財産となり叉あとつぎが父から独立し

て財産を所有し，彼が父の;農業のために働いた場合には

原郎として一般の祭金労働者と潤じ立場で支払を受け

る，とL、う社会的条件がない限り成fLしがたい。

2つには家族集団の「家J制度的制約の打破という事

である。岡本の農業は伝統的な日本雪道家族の類裂を形成

しているといわれる。そこでは，人情，情絡が決定的で、

ある。だからここでは家族長は個人として行動する撃は

できないし独立した個人としての自分を意識することも

ない。家族集団の中では協問団体的な秩序のなれなれし

い雰囲気が支配し，すべてはふん関気が支配し，すべて

はふん劉気の中でなんとなくわかっており，自分の行動

のために合理的な理由を考えたり叉それを話緩にする必

要もなし、。財布を別にすることが他人のよそよそしさを

生み r家族内で和が保たれなくなるJとL、う不安や，
「家族内で自分の話を良くきき入れないし，話し合いを

する事も少なしづという不満はまさにこの事:をEえしてい

る。しかしこのような伝統的な家族秩序は解体の過程に

あるし，家族員個人が協肉体の中からー{慢の主体として

独立している条件ができつつある。これは，

①戦後の民主主義的価値観がようやく農家の中にも浸

透してきている。

@ 日本経済の動向に対応Lて農家の構造自体が変化

し，あとつぎをも含めた息子遠の離農傾向はこれを繋

ぎとめるための親イ則からの色々な妥協が試みられて来

ていることである。

「話し合いの機会がほしいJという青年}替の意見と相

まって「問題は多いように怒われるが若い者が意欲的に

なってくるならば跨代の流れとして父子契約に進まなけ

ればならないだろうJという親の考えは農家がその内音E

から徐々にではあるが変化して来ている過程を示してい

る。

3つには一定の行政指導が必要である。今のところ農

家の生産力や低位性や伝統的な家族制度も解体の過穏に

あって米成熟である。このような過渡期にある日本の農

村，特に家族関係の近代化への一つの契機とも考えられ

るので，この父子契約成立のための諸条件を整備すべく

関の行政指導は必須といえる。慨に全国農業会議所の積

極的な動向や，広島県今・山口県・茨城県・北海道その他

の地域毎における家族協定農家育成の提唱とその実施に

ついての努力には注目すべき点が多い。

4つには更にこの家族協定農業を実施する場合の具体

的条4平については，次のような点をあげることができる。

①経営規模がその地域の類型別にみて適正であるこ

と。表し親子での協栄であるならば共同しない場合以

上の所得が期待されなければならない。

@息子が結婚した場合，住宅問題が解決している率。

最低独立して生活できる獲が準備されるべきである。

① 兄弟が何人かし、る場合はどの怠子があとつぎになる

かを決めなければならなし、。従来の「長男だからJの

考えは誤りで，本当に農業をやりたし、と沼、う怠子に決

めるべきである。二人以上いる場合は協力して規模拡

大による共同経営なり独立経営を進めるであろうし，

一人もいなければ職業の転換を計るべきであろう。

① あとつぎ以外の兄弟の援助の方法を明らかにしてお

く必要が怠る。あとつぎ、に最も円滑に資産を移行さぜ

るのが家族協定幾多義のねらいでるるが，他の兄弟につ
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いても夫々の職業なり結婚するまでの教育とか資金の

準備は計磁的に進められるべきである。

① 先づどのような方式で父子契約を始めるかを充分検

討し，それを発展拡充して，父子契約の易的を来たす

事が大切である。

① 父子はお互い独立した経営単位であることの窓識が

必要である。土地について誰が所有し，機械について，

杷料農薬は設が負担するかについての明瞭な分担と共

に労働の分配利子の負担，利主主の分担方法号事切らかに

できるものは取り決めておく必要さがある。

① 相互の取決めの他に，各自が自由に処分管理できる

部分を設けておく事は好結采をもたらす。(例えば勝

手に支出できる費用とか土地の自白地等である。〉

@ 一つの経営に二つの経営権をおかない幕。父子双方

で資産を分担所有し，費用と労働を出し合っても，経

営権を援るものは常に倒れか一人である事が大切であ

る。従ってある時期までは父がもち，ある時期以降は，

あとつぎがうけもつ事になる。このことは所宥権，す

なわち経営権者でないことを理解すべきである。

「父子契約!品業協定Jのねらい

広島県の「父子協業協定」は， N氏がアメリカの父子

契約の事例を紹介し後継者教育対策の一環として，父子

協業協定を援隠したことに始まる。

それは昭和37年4月のことであった。中島健氏が，父

子1あ業協定のねらいについて述べるところを整理すれば
次のとおりである。

(1) 家族差是業経営における経営主のエ工場について

「幾業は所得の範閣内で家計支出をし，消費生活を滋

なみ，家族全員の最大幸福を実浅しようとする。

また将来の索福のために現夜の家計支出をおさえて農

業経済余剰を主主みだし，これを幾業経営の拡大改慈のた

めに投資する。しかしこのような投資はまだ子供が生れ

ていなし、か幼ないあいだに限られる。経営主が表い問だ

けである。子供が成長するにつれて，毎年の幾家経済余

剰はいつで、も現金化で、きる形で備蓄されることとなり，

経営の拡大や改善のための極定的投資にふりむけられな

くなる。

独立していく二男，三男や娘たちに対して学資，分君主

資金，結婚資金，生活援助，その他の贈与のために必華さ

であるからである。……このようにおカネのかかる時期

には幾家は経営投資はできない。末子が社会人として独

立するまでは差是業経営権や家計の主宰擦をあとつぎにゆ

ずれないのも然理はない。」

(2) 家族農業経営におけるあとつぎの立場

「なお多くの青年は，長聖業を一生の職業として打ちこ

んでいけば，都会で働く以上の所得をあげることがで

き，都会生活では味わうことのできない健康で明るい生

活を築きあげることができると確信しているのである。

しかしどのようなわが家の経営改養計闘をたててみて

も，青年遼はそれを実行することができない。青年遠の不

満や悩みはここにあるのである。弟か妹たちが独立する

までは父が営農改善事のための投資をしないからである。

それがある程度できたとしても，財布を任してもらっ

ていなし、から，労働の提供という意味では経営の中核と

なっていながら，長い間総収入の状態におかれることで

ある。そしてその結果，さらに深刻なことは嫁のきてが

なくなることである。J

(3) 父子協業のねらい

「家族経営は家族の生活周期によって家計費の長期変

動があり，また経営主が老齢化していくにつれて農業投

資がひかえられる傾向がある。すなわち家族経営におけ

る経営活動は経営する人の生命カや生活周期と歩調を合

わせて発展，停滞，衰退をくりかえす性質をもっている

のである。父子協業はこのような家族経営の欠踏を補っ

て経営の拡大発展のために継続的な投資を促進しようと

する体制である。J
(4) 父子協業の構造

「親は子に対して早くから経営機を分与し，資本出資

の割合に応じて労賃を父緩と子供のあいだで分配するの

である。

子供は毎年の家計余剰を蓄積して経営に対する追加投

資をしていく。父親のほうは余剰を二・三男や娘たちの

独立の援助のために心おきなく消費させようというので

ある。これによって経営の後継者に対して経済的独立を

与え，農業の将来に対して希望と夢をもたせることとな

るのである。j

以上がN氏の父子協主義の提唱である。

要するに「家族Jと「農業経営の中核体」の矛盾を，

農業収入を父子関で一定の基準のもとに分配することに

よって解決しようとするものである。この場合，前聞に

出てはいないが，ミ子が得た収入を父の所有する土地に投

資をする(父の土地を賢いとっていく〉ことによって，

均分相続制に対処しようとするねらいもあることはし、う

までもない。しかしいす守れにせよ，このようなねらいの

実現できるような経営は多額の農業収入を挙げ得るよう

なものでなければならないであろう。

ところがこれに対し，直ちに反響があり，宝n月に
は，岡県下5ケ所から実験指定の希望が寄せられたので

ある。この素早い反応は，いったし、し、かなる背景をもっ

ていたのであろうか。この点について，つぎのような兵
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体的な調査事例がある。

すなわち. Iこの地区〔諮問村言者毛〕のUさんは，水

回50;;;v-.普通畑80;;;v-.そのほか乳牛4頭，鶏500羽の経

営である。この内容は経営主夫婦は鶏500羽(将来1，000 

羽目襟〉をを担当し，若夫婦は乳牛4頭とぶどう鼠20殺

を担当し，水間50ヲ及び普通畑80ヲは，家族共同の題場

として耕作し，家族内分拐方式による経営改替を規模の

拡大が;怠欲的になされつつある。このような家族経営を

普及性のある体系に組み立てて，自給農業より，企業的

農業経営に進めて行く方法はないかと考えていた矢先，

昨年4月農業改良課から父子協業の提唱があった。」

このように，県からの父子協業の呼びかけは，すでに

現われた企業的農業の務芽を，どのように伸ばしていく

べきかを模索していた人達にとって，一つの刺激として

の役割を果たしたことは否定することができない。

県当局の呼びかけにこたえて，実験指定を希望したと

ころは，府中市諸問Illf.庄原市山内西，神石郡三和町，

比婆郡東域防小奴可がいちおう対象とされることになっ

た。

この三地区では，それぞれ，経滋'主・あとつぎ・その

他関係者のあいだで協議した結果.10月10日，府中市諸

国町10戸，庄原市山内西7戸，東城町小奴可12戸の実験

農家の指定が行われた。その後，関係農家の経営主・あ

とつぎ、を中心に研究協議会が行われ，市町段階の指導の

もとに親子各層の意見の統一，問題の整理，経営分析，

経営改善長期計画の策定がすすめられてきている。

この間の遂行状況につき，府中市諸E目前Jの例をみる

と，まず昭和37年7月13日の会合(参加者ーは渋家地域代

表・経営主代表・考年代表・母親代表・安泰代表各2名〉で

は，父子協業による主主業後継者育成についての説明と今

後のすすめ方について討議された。その結采，農業後継

者対策と経営改議が必要であることがみとめられ，今後

は，青年と経営支は別の会合をもって十分意見をだした

うえで合符会議を開こうということになった。

ついで昭和37年8月 1Eの研究会(参加者は青年 10

名・地域代表2名〉において，青年の;蕊見は次のとおり

であることが明らかにされた。

I( 1 ) 家庭内で自分の認を良く!諮きいれてくれないし

話し合いすることも少ない。話し合いの機会が欲しい。

(2) 経営内部での分担式を取り入れて自分である部

門を伸ばしてみたい。

(3) 労働の提供者から経営者になって経鈴拡大をし

たいが資金に関る。

(4) 親は金を借入れるのに反対で叉自己資金の投資

も積極的でない。

(5) 父子協定になると希望をもって経滋できると思

われる O

(6)現症の農業収入では報酬を多くもらえないので経

営改善により収入を増して報酬を多く得るようにした

し、。J

さらに37年8月6認の研究会(参加者=経営主6名・

母親2名・地域代表 1名〉では，経営主夫婦の意見は次

のように表現された。

I( 1 ) 家族内で財布を別にすることは家族内で和が{采

たれないと思われる。

(2) いろいろ問題が多いように忠、われるが，若いも

のが意欲的になってくるならば，持代の流れとして父子

協議方式にすすまねばならないであろう。

(3) 各戸の経営内訳および青年の年齢等で協定内容

およびはいり方に段階があると恩われる。

(4) I経営拡大に意欲的である。Jなどがあげられた。

全国農薬会議所の資料は各家族問の意見を次のように

整壊している。 I父子協業協定に関する家族員各爆の意

見J (主要なもの〉

ム経t設立三

( 1 ) 財布を別にするのは，家族内の不和を生む。

(2) 労働報酬に土地山林を分与すれば，輪作体系が

できなくなる。

(3) いまさらこんなことをしなくても，いずれ財政

は息子のものになる。

(4) 老後の生活の不安。

く5) 若い者は経営の段階をこえて，機械をとり入れ

ょうとする。経r滋をもたせれば，過剰投資が妨げる。

(6) おい者が窓欲的になり，経営拡大をやろうとい

うのであれば賛成。

ム母

( 1 ) 家庭不利を起こすのではないか。

(2) 老後の生活の不安。

ムあとつぎ

( 1 ) 総子関で真面白な話し合をする機会が少ない。

家庭内の話し合いの場がもたれる o

(2) 従来，経営内の雑多なものは任されていたが，

体したい作自を宣伝をもってやるということで任せ

てほしい。

(3) 積極的に資金の導入ができるようになるのでは

ないか(計磁的に〉

(4) 嫁も喜こんでくるようになる(財布商でも自主

性ができてくるので〉

く5) 将来に希望をもって積極的に経営することがで、

きる。
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( 1 ) 従来，自分の予でありながら，自分は侭もして

やれない。殺が孫にものを寅ってやるのをみている

だけだったが，母としての役gも自分が果たせる。計

磁実施上問題となった事項(父子協業経営実験農家の

経営設計(昭和38年度農村後継者対策事業〉としては，

( 1 ) 父子協業経営農家は，親子およびその家族は十

分に働らく余地のある経営規模で，所得配分に当た

って他産業者に均衡する報酬を確保することが建支

しい。

(2 ) この経営農家は，あくまでも家族の協力によ

り，将来計画の発燥の前提にするもので，複雑な家

族関係のものは避け，労働報酬，財産譲渡をおもな

目的として出発すべきでない。

(3) 従来の慣習からみると，このようにしなくても

自然相続ができるとの考え方であるが，均分相続と

自主経営計画との親子および家族問の協定はし、ちお

う明確にしておく必要がある。(農地零細化防止〉

(4) 賃金およびこれにかわるべき不動産および家

官事・施設・機械を譲渡する場合に，見積りが問題と

なる。そのためはっきりした農業簿記を記帳し，そ

の収支を明確にすることが前提となる。

(5) 後継者の兄弟への投資(学資・結婚資金・親の

老後の保障など〕は，当然家族関で協定(話しあい〉

によるわけであるが， i言~fA差計画とともに長期生活設

計の協定が必要となる。

(6) その他，関逮ある問題として，是正地法，棺続税

法(所得・贈与〉などの関係が起こってくる。

等々があげられた。

第3輩 諸外国における家接協定農業の

背景

海外務簡の農業で父子契約の行なわれているのは米・

仏・間独・スエーデγの4カ留のようである。これら諸

国と我が国とでは，社会経済体昔話や際業構造が異なるの

で，それら諸国の父子契約形態を直ちにわが国差是業の経

営に移植することはできないが，参考として役立つとこ

ろは少なくない。しかし，そのためには， 日本差是業の欽

米諸国のそれに比較しての種々の柏奥，とりわけ日本農

業における無給の家族労働の高率，兼業収入に依存せね

ばやってゆけない零調査農家の高率， 自作農の高率，生産

・消費における自給率の(経営と家計の未分離状態〕の

高さ等社会経済的発達段階的な差違について特別の留意

が必要で、ある。これら先進諮問の農業に「父子契約jの

主主場した理由については今後の研究課題とするが，いま

大ざっぱに推論するならば，第2次世界大戦後の先進溺

には，産業関の不均等発授が拡大して農村労働力の流出

や農業放楽の傾向がたかまり，各国政府が金のかかる，

しかも複雑面倒な問題の起りがちな流i選対策よりも，土

地・労働などの直接生産対策をZ重視するようになった結

果であると考えられる O

したがって契約のま重点は各簡の産業経済構造の相違に

伴って奨なるのが当然であろう。それで，つぎに各国別

にみてみたい

1. 米関農業における父子関農場経営契約

米国の産業は工業と共に他の世界各閣に比べて桁途い

の大きさであり，従業者 1人当りの生産額や所得も格段

の違いである。

しかし，アメジカ国内の工業と農業を比較すればその

所得務差は大きく，差是業の劣勢は免れない。そして第2

次伎界大戦中から戦後にかけて1立界各国の食糧摩をうけ
もって，巨大な生産力をつくり上げたアメリカ差是業も各

国の農業復興とともにその巨大な生産力をもてあまし，

算事政策と区別のつかない過剰l農産物処理政策によって

苦手うじて危機を問、避しつづけてきたが，ヨーロッパをは

じめ世界中の国々の農民の抵抗が強まるに伴って，アメ

リカの農業内部での根本的な解決を追られるようになっ

てきた。それが家族的農場の著るしい減少の係閣であ

る。

この家族的農場は文家でかけばヨ一戸ツパ諸国と防じ

Family farm であるが，質的にも，規模的にも範略奪の

呉なるものである。

このアメリカで行なわれている父子契約の内容は，も

っぱら父から息子の幾場経営に対するまE識・経験・資力

によって異なるため，契約の稜実質も多様である。

先ず，譲渡の対象となる息子に農場経営に関する知識

と経験をもたせる図的のものとして実習協定がある。こ

の協定は父親が牛・豚・1鶏や-)Eの耕地を貸与して，怠、

子に飼養・耕作させ，怠子は父に飼料・肥料・農薬・穣

ミf.ガソリン等、の費用を支払った残りのi収益を取得す
る，ということが内容になっている。

次に突溜協定よりも一段高い経営の知識と経験を得さ

しめるものとして部内分担協定がある。

これは実習協定による数年間の経験を得たが，間程度

の経験や知識をもっている息子に，農場経営の一定都内

を委せるもので，息子は父の所有物である土地や家畜に

対して一定の借用料を払うほかは，自分の考えどおりに

経営をすすめることができる。この部門分担協定は，怠

子がいよいよ全面的に父の農場経営を譲り受ける段階と

しての賃貸借協定，父と子の共同経営協定に至る過渡的

段階の協定であって，普通には短期間の協定たるもので

ある。以上2つの初歩的な協定には，怠子の農業への関
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心を高め，経験と知識を持たせる教育的意図を強く感ず

るが，以上の協定を経過することなく怠子を直接幾場経

営に参加させる次の二協定には，それとは別個の意図が

感じられる。

すなわち，その第 lは賃金協定であって，これは経営

主である父親が労働者である息子に支払う労賃のとりき

めであり，それは資本家と労働者の飽係以外の例もので

もない。もしこれが農場譲渡の一階梯として意義あると

すれば，それは父親が擁して協同化し譲渡すべき相手方

としての怠子の適格性を試みる好機としてであろう。し

かし賃金協定には定額賃金(月給，半月給或は年給〉の

伎に「現物給与Jや「定額賃金企業利潤J等の変製もあ

る。

第2は， 1霊金及び所得配分協定であって，これは定額

鐙金の他に剰余所得の分配をとりきめるものである。こ

のばあい父親比恵、子に農場経営への資本投下と農場譲受

金の蓄積雪ピ期待し，息子は定額前払賃金の保障の他に父

の農場経営への協カ度に応じた剰余所得の配分が公正に

行われることを期待するものとなる。この協定は怠子を

単なる労働者にとどめないで，立派な農業者に成長さぜ

る方法として採用される。そして協定所得配分を価裕，

費用関係の変化と各当実存者の寄与に応じて滋正にするた

め毎年変更し，分配は家畜・機械などの農場用施設の現

物で行なうこともある。以上の4協定は何れも父の差是;場

を患、子に譲渡するための準備段階的な協定であって，前

の2つは教育的意味が濃く，後の2つは資本蓄積期の意

味が濃い。

以上二つの初歩的な協定には，息子の差是主義への関心を

高め，絞験と知識を持たせる教育的主主図を強く感ずる

が，以上の協定を経過することなく怠子を直接農場経営

に参加させる次の二協定にはそれとは別個の意図が感じ

られる。

つぎは，いよいよ息子が農場経営の笈任者に転進する

段階の協定であって，その一つは農場祭貸協定である。

これは父の所有する土地・建物・家畜・機械など農場の

権利一切を息子が賃借するとりきめであって，我が国の

小作契約に似ているが，我が閣には農場の施設一切をひ

っくるめての小作経営はみられない。この協定では怠、子

は差是場緩営に自分の労働と資任を投入し，父は経営管理

から手を引いて息子の支払う賃貸料によって生活するよ

うになっている。

他の一つは共同経営協定で、ある。この協定は息子が常

時農場経営に参加する経験と資本とを蓄積した段階にお

いて，父の家賃や塁塁機兵その他の動E左右貿取るか，又は

他から異取って提供し，父は出資又は室主貸のかたちでゴコ

地建物等の不動産を提供するもので，老年の父が漸次農

場経営から引退するのに逃している。この共河経営は法

律的には幾場組合と社会法人の2つに分けられ，差是場組

合のばあいは資本が僅少か皆然の息子が父の資本を利用

して利益をあげるのに適し，会社法人のばあいには農場

組合が組合員の死亡で終了するのに対して株式の持分を

貿取るかたちでトそのまま農場経営を続けてゆける利点が

ある。

さいごは農場譲渡協定である。この協定は父親が差是場

経営に参加している息子に活動中のままの農場の所有者

を移譲するためのものである。協定は譲渡方法(務金支

払，現物支払，利益の一定部分を以ってする支払，幾場

価格も支払代金も定めないで両親の存在するかぎり純収

益の一定の部分を渡す契約， j可親の生存するかぎり収主主

の如何にかかわらず肉親のめんどうをみることを条件と

する扶養契約〉について行なわれるが，普通，資産の所

有権に全額支払を待って怠子に移転することになり，扶

養契約によるばあい息子に農場の権利設を与え，抵当権

は碕親が保留するようである。

2. フラ γスにおける父子関賃金延期契約

フランス農業における父子契約の特徴は，父親の息子

に支払う賃金を延期して，粉続財産から弁済する点にあ

るO

この契約のうらづけになる賃金延期契約制度は第二次

役界大戦の勃発した1939年の7月付政令〈いわゆる家族

法典〉によって設けられたものであるが，戦後『農業の

方向づけに関する法律』が制定されて，経営者の生前贈

与にも適用されることになり，主主つ所得税や受録税の減

免と相侠って本制度は戦後段階にふさわしい新たな意義

を加えているのである。フランス政府が F差是業の方向に

関する法律』を制定しt..:1960年7月25日を滋ぼる 5ヶ月

前の2月にFNSEAは指導下の農民が各地で激しい示

威運動を展開して，1農民の疲弊，不安を愈、し，幾業のゆ

きづまりを打関し，鼠民経済における農業の位置づけを

明らかにする総合農業政策の確立jを要求している。

フランス幾民がこのような要求を揚げて起ち上った背

後には， 1957年9月発足の農産物価絡制度(自模倣格と

指数化方式〉の覇軍止による農産物価の低落と農業用工業

製品{価格の上昇，つまりツエーレの拡大による農業の交

易条件の念、激な慈fとがあった。農民たちはこれを燦業の

犠牲の上に行うフランス経済蒋建方法だとみなし， 58・

59年とつづく農業災害への対策や緊急輸入対策への不満

が震なって f流通過程の改善Jr指数化方式の復活」要
求書ピ高め，大規模なデよそに発践したのである。この農民

運動の高揚は農薬会議所会頭常設会議による f幾業主主幹
法』の提案となり(W農業の方向づけに関する法律』とな

同 100-
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って〉突を給んだ。会議所の提案理由は次の如くに述べ

ている。

『謀議工業企業の集中を伴う急速な工業生産の発展は，

その経済力のゆえにかえって工業製品価格安上昇させ…

生産性増大の利益は企業者と投資家の関に分配された。

これに対して農業は過去10年の関に多くの労働力を失な

い，農業就業人口は老齢化しつつるる。

農業の交易条件は悪化し農業就業人口一人当り所得は

1949~58年の間に他産業のズの伸びしか示さなかったた

め多くの農業者は資本の維持償却がで、きずに却って資本

をくいつぶしている。農業負債はすでに経営者の年間純

所得をこえている。歴代の政府はすべて賃金騰焚をさけ

るための食料価格安定の名のもとに幾度物価格に圧力を

加え…・・技術教育・投資・金融・公共事業・社会保障等

の鼠家の施設において他産業と均等な扱いなうけていな

い…一現状のまま推移すれば農業離脱はますます無秩序

かっ急速になり』と警警告している。

フラγス農業は緩営規模・経営組織・生産様式ともに

我が原農業とも主要なり，所得額も違っている。

殊にフラ γス農業に無給の家族労働のみられない点は

大きな違いである。

しかし，この提案理主Eちをみると，我が国差是業の状態に

近似している。

したがってフラ γスの父子関賃金延期契約は，我が国

農業に父子契約経営を普及ぜしめる上で示唆するところ

が少なくないと恩われる。すなわち，近年の我が国農業

の後継者問題は，農業と他産業の所得格差の拡大という

ことであるが，基本的には一子相続制度が廃止されてな

お無償労働の提供を義務づけられるあとつぎ慣行のみを

のこそうとする点にあるからである。もの家族労働に他

産業労働者なみの賃金を支払えば大部分の農家の経営は

つぶれるかも知れない。しかし，その年の収主主の中から

支払える農家も少なくはない。が，支払っている農家は

殆んどない。その点フランスの賃金延期制度が支払いを

保棒し，父親に農業員事継者を確保して経営を安定化する

ほか，免税の窓典を付与している点、は政府も農家も大い

に学ぶべきものがある。

ヌド制度の要旨は次の如くである。

1. 農業経営者の子供のうち自家農業にとどまる者と

他出する者との濁の公平を図るため，自家農業に従事し

ながら労働の対織としての賃金支払を受けない者には，

相続に際して父の相続財産から優先的にこれを引去り，

その残りを均分相続の対象とする。これによってあとつ

ぎのタダ働きと農場の純分化が防止される。

2. このばあいの自家農業に従事する息子とは， 18歳

以上で，経常に斑按かっ有効な労働を給付し，その対{簡

としての金銭による食料を受領していないものである。

3. 後払いになる労働の対価は，毎年省令によって県

別・男女別に定められる「住居・鮪っき農業労働者の賃

金jを基準とし，独身者はその 1/2，結婚している場合

は夫婦各々につき 6/8とする。

賃金額は18畿を起算時として計算されるが10年をこえ

ることt土できない。

息子の妾は当該怠子が死亡したばあい以後の権利を失

う。但し18歳米満の子供があるときは最年少の子供が18

歳に達するまで権利を有する。

4. 延期賃金契約による財産の帰属または移転には税

法上の特例が昔話められ，主主録税(とくに死亡による譲渡

税〉所得税が免除される。

かくてブラγス農業は，ツェーレの拡大と交易条件の

悪化に伴う農業労働力の老化現象と均分相続制による祭

場の分割を制止し，老齢経営者の引退促進と農場財産の

大部分を後継者たる息子に引き継がせたのである。

3. 西ドイツの父子間農場譲渡契約

西ドイツの父子契約は「老齢農民援助法J (1957年〕

による老齢の父の引退促進と若い息子の農場引継ぎを目

的とし，これによって農場引継ぎを日的とし，これによ

って幾場の細分化を妨止し，後継者の地位を高め，父母

の引退後の生活保障をはかろうとするものである。

西ドイツでは戦後農業就業人口の減少がはげしく，殊

に常持就業の家族労働力は戦前の443万人から56年末の

342万人に激減した。

大中経営の労力不足と農業労賃の高騰は農場の細分化

と畜産の減退傾向を生み，連邦政府をして幾業経営(特

に農民家族経営〉の生産カ維持・増大を白的とする「農

業法J(1955年7月〉を制定せしめたのである。『老齢農

民援助法』はこのまま本法の関連法として制定されたもの

で f経営ヨミが老齢のため後継者に差是場を譲渡しようとす

るとき，息子との間に死亡するまでの生活保証契約を結

んで年々一定の給与を受けることにしJ政府は本法によ

ってこれに加えて追加的な現金給付を行ない老齢差是民の

ヲi迭を促進するものである。政府の給額は月額で妻帯者

60DM，独身者40DMとなっている。

しかし，父と子の簡に結ぼれる生活鐙撞翠担は，父が

怠子に差是場を譲渡し，忍子は父の死亡するまで一定の給

付を行なうことを内容とするもので，祭場財産は抵当権

が設定されることになっており，このため息子の長期資

金の借入を困難にし，給付額(経営規模の上昇に伴なっ

て増大するが， 10ha以下1，000DMとなっている〉の下

F良1，000DMは下層農の経済を圧迫する等の問題がある。
したがって老齢幾民援助法の適用をうける父子関農場譲

渡契約の努及率は老齢者の経営の55%であるが， うち30
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%は中Jl1&J欝 (20~100ha) で占め， 大農層や小幾層は選

総資金又は肉親にするる給付の罰対から普及率は低いよ

うである。

このため，大差是震は父を地主とし息子を小作人とする

父子小作契約が多く，小幾層は父が土地や資産を提供

し，息子は労働を提供して利益を分配する父子共同経営

契約が多いようである。(が，その詳細は残念ながら米

だ紹介しうるまでに受っていない。〉

つぎに君主ドイツにおける資産相絞とその背去去を若子引

潟してみたい(注)。

間ドイツードイツ迷邦共和国 (BundesrepublikDeut… 

schland)ーでは，沿革的にその大部分の地方で，農地に

ついて，いわゆる一子相続 (Anerbenrecht)の慣行が行

なわれ，しかもそれが穏当緩度立法的に規整されてい

る。分割相続 CRealteilung)の行われる地方もあるが，

こうした地方で、も，近年連邦政府の農業政策に従い，海li

j火，一子相続へ向かう傾向がみられる。連邦全体に統一

的に適用される一子相続法はまだ存しないが，間僚的に

そうした方向を目指す立法作業が行われている。

このような一子相続が治率的にいかに発生し，またそ

の内容がし、かなるものであるか，そしてさらにその一子

総統を支える社会的・政治的背景が何であるかを解明し

ようとする研究が行なわれている。

このような研究を行なうについては，慣習と結びつい

た各地方ごとの法を切らかにすることがきわめて三重要で

ある。

この点については阪南ドイツに鼠するシュグアノレツヴ

アノレト (Scrwarzwald)およびグュノレテンベノレグ (Wurt-

temherg)について，若干の研究がなされている O

商ドイツの現行一子相続法は，各ラントでまちまちに

立法されているため統一的な叙述は非常に困難である。

こうした立法のなかで、は，とくに閲ドイツ北部におけ

る!日イギリス占領地区に適用されている農場令 (Die 

Hofeordnung vom 24. April 1947) がきわめて君主要で

ある。

シュグアノレツグアノレトにおける近散の末子相続制皮に

ついてつぎにのべると，シュヴアノレツヴアノレトにおいて

は，ドイツの飽の地方と向様，かつては家共肉体

(Hausgemeinschaft) が行われていたといわれる。この

家共肉体は家長 (Hausvater) の指揮のもとに構成され

るが，土地は家長にE高ずるものではなくて，家共肉体の

構成員たる全家族員に属した。

すなわち肉親のみでなく，子や孫もー肉親の生存中す

でにー土地の共j可所有者 (Miteig四 tumer)であった。

このような家共同体においては，家まミが死亡しても土

地の総統は生じない。

土地は家共同体にそのまま存続することとなる。かよ

うな家共肉体が解体したのは，シュヴアノレツヴアノレトで

はiラ散紀だといわれる。その解体を促進したのは政治の

推移および自然、経済に代わる貨幣経済の発達ということ

のほかに，当時継承されたローマ法が女子を含む諸子の

絶対的均分の原則をとったためだといわれる O すなわ

ち， ローマ法の教援をうけたイ朗自たちは，土地の流通の

ためではなくて相統の場合の主主租がふえるとL、う考慮か

ら，土地の分割をど歓迎した。

かくして家共肉体;は解体して，共悶相続人は平等に土

地を分けることになった。しかしこのような均分相続

は，淡地の極端な細分イヒを導き，家族の生計を溺難にし

た。その結果15世紀にはシュヴアノレツグアノレトのいたる

ところで荒廃と人口の減少が訴えられ，農場の数が減少

しただけで、なく，開拓も後返し，経営は収主主的でなくな

ったとL、う。

そこでこれに対して2つの方法がとられた。第 lに

は子のみが農地を相続して，他の子はアノレメンデ

(Allmende)を開拓する方法，第2には共同相続財産を

分割しないで，合手で (Zugesamter Hand)所有する

方法である。

後者の場合には，長基地不分割のまま，家族共同体で所

有され，かつ経営される。しかしこの方法も， 15tlt紀に

は解消して，農場を不分割で相続する形として末子相続

が出Eえした。

米子はもともと共同相続人 (Erbgenossen)のなかで，

主主税の関係上，対外的な代表者 (Vortrager) にすぎな

かったのであるが，後には，それが単独所有者 (AlIei-

neigentumer) となった。なぜ米子が相続することにな

ったかについては，第 lには，告訴、まに対する関係で末子

の方が有利であったことが指摘されている。すなわち，

農民は所有の交代のたびに3分の l税 (Dritteilschul-

digkeit)，または所有者の死亡のたびに死亡税 (Fall-

schuldigkeit) を領主たる修道院に約める義務を負った

が，末子が農場を承継すれば，それだけ所有の交代が巡

れるために，-;6の貢租の支払いを軽減することができ

た。それによって，半世紀も所有の交代が行なわれない

場合もあった。第2には農場承継人が農場譲渡人に対し

て負うべき撚身扶養の負担 (Leihgedingslast)が少なく

てすむ。すなわち，農場承継人は農場を譲り受けたあ

と，譲渡人たる肉親に対して，さまざまの態様の給付義

務官負い，これが農場主主継人にとって非常な負担となる

が，末子相続の場合は，米子・が差是場を承継しうる一通常

25歳ーまで肉親は老齢にわたって-60ないし70歳までー

く設，) iJjjドイツの綾村における資産相続とその背索。
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働かなければならないので長子粉統の場合に河親が早く

引退するのに比し，幾場承継人の負担は，はるかに少な

くてすんだ。

このような一子相続制は，領主の例jから生じたとの通

説に対し，それ決がして領主の側から行なわれたので、は

なくて，農民の倶sから自発的に発生したものであるとの

見解もあるが，重要なことは，いずれにしても一子相続

制度が封建領主の要求に合致したこと，そしてその支配

に役立ったという事笑，その意味でそれは封建的な制度

であったということである。すなわち，領主としては，

従属する農民の給付能力 (Leistungsfahigkeit;Pr草sta-

tionsfahigkeit)を維持するためには，土地の一体性

(Geschlossenheit) がそこなわれないことが好都合であ

った。

しかし，末子相続はもちろん長子相続に比して，償支

相続の利益が少ない。前述のごとく所有者の交代がi壊れ

るため，賞租の支払い回数が少ないからである。しかしこ

のような考慮のために，末子相続が、ンュヴアノレツヴアノレ

トにおいて制限されたかは疑問である。すなわち，一子相

続制度を支えた法令は， 16t校紀以来数多く存在し，なかん

ずく 18世紀の多くの法令は，玉伝子相続を廃して，長子相続

を導入しようとした点で、特色言どもっているが，それは農

民の給付能力を高めることをお的としたのではなくて，

末子相続から生ずる不公平を避けようとしたものである

と説かれるのが通常である。たとえば，アライブノレクの

官吏がオーストリア政府にあてた報告書のなかでrJ5，

6年も父のもとで Oberknechtscliensteを務め，両親が

老齢になり，病気をしたときには，全家政をつかさどっ

たハンスが，学校を出たばかりのアンドレアスレに譲渡

し家を全部引き渡さなければならないということが， ~誌

にしばしば行なわれる」といっている。すなわち農場で

一番?苦しい労働をした兄の汗の結晶を末弟が刈りとる不

当をなじったものである。領主による末子相続の制限の

意図が，主幹にこのような不公平を除く点にあったにとど

まるか，あるいはさらに長子相続のもつ領主の利主主にえ苦

闘したものであるかは，なお検討をど要ーする問題であるが，

いずれにしても，末子相続の制限ないし廃止は成功しな

かった。その理由は，第 1に，領主の権力がそれほど強く

なかったこと。すなわちこの地方には突に数多くの僚主

力、、て，統一的な権力が形成されなかったこと，そして

シュグアノレツグアノレトの農民は，農場の完全な所有権を

もち，修道院の領民である場合でも差益場を処分する自由

をもち，ライプアイゲネ (Leibeigene)も競寅や転売が

制限されないほど自由であったことである。

第2には末子相続がすでに慣習法として篠立し，領王立

の供"でもその存在を動かすことができなかった点にある

と考えられる。

交番のなかではいたるところで，末子格統が「太古以

来」存在する僚習と記され，また「王甘いドイツ人からJ

生じたものと表現されている。

農場承継の形式についてつぎにのべると，第 1には農

場所有者による幾場承継人の決定，第2には法定相続，

第3には夫婦財産契約による生存配偶者の農場承継，と

いう諸形式がありうる。このうち，慣行上よく利用され

るのは第 1の方法であり，また法律的にも関難な問題を

含んでいるので，以下これについて考察してみると，農

場所有者が農場承継人を決定し，君主場を承継させる場合

にも，いろいろの態様がありうる。

すなわち，遺言・死因鶏与等，死因処分による方法も

ありうるが，実際によく行われるのは，生前の譲渡契約

(むbergabevertrag)である。

譲渡契約は地方によっては Kinclskaufとよばれ，ま

た譲渡・贈与契約(むbergabs-unclSchenkungsvertrag) 

ともよばれる。

農場所有者と承継人たるべき者とのあいだに締結され

る契約であるが，その性質は売買に似た一種の有償契約

であるo シュヴアノレツヴアルトで行なわれている譲渡契

約について，コッホはそれが決して贈与ではなく，むし

ろ終身扶養契約という法律的衣をまとった売累契約

(ein Kaufvertrag in dem juristischen Gewancle eines 

Leibgeclingsvertrags)だといっている。すなわち，農場

譲渡人は，この場合売主 (Verkaufeのであり子相

続人は質主 (Kaufer)である。 ヴュノレテンベノレクの例

をみると，それには遺言ぎによる農場の承継も行なわれな

いではないが，地方・によっては，この Kinclskaufによ

る承継だけが行なわれて， Kinclskaufがなされなかった

ときには，一子相続が行われないという地方がある。そ

して一般には，農場所有者は，生前に自己の裁量で農場

の承継が行われることを希望し，そのために幾場所有者

は，死の寸前病床にあっても，なお，幾場譲渡を行なう

こともあるという。

かようなKinclskaufについて， 1853年のヘルプエリッ

ヒの論文は，それが家父長約な状態を前提としているこ

とを指摘している。すなわち，I子は湖親の権威のままに

なり，家族は一つの全体と考えられる。

農場を承継した男子は家族の新しい主人の権利をもっ

と問時に，兄弟が，ひとたび関窮に陥ると，これ'-a:'助け

なければならない…

補償をうける兄弟も農場の維持のために犠牲になる。

ーこのような家父長的状態は，個人の権利，偲人的・

自我的自由の理念に反する。……」そしてへノレブエリッ

叫主， Kinclskaufがし、ずれ行なわれなくなるのではない
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かと予言した。

かような予言ぎにもかかわらずKindskaufの慣行はヴュ

ノレテンベノレクにおいて 20世紀になっても維持されてい

る。差是場承続人が祭場譲渡人に対して負う終身扶養義務

との関連において眺めるとKindskaufが一子板続人にと

って，きわめて重圧であったことは谷定できないであろ

う。ただ上の場合の家父長約状態ということは，我が国

のかつての家替相続にくらべて，二点が注意されるべき

である。第 lにKindskaufの行われる場は「家Jではな

くして家族 (Familie)であること，第2に， Kindskauf 

による農場承継は，共同体的原理によらず契約的原理に

よっていることである。そして Kindskaufの内容も，共

同相続人の地位の向上に伴って漸次合理化されてきたと

いえよう。ただし，ヴユ/レテンベノレクの1930年の一子相

続法はバーデンの1898年の立法と同じく Kindskaufにつ

いてなんら言及しなかった。法律にかかわらず，農場議

i度爽約を締結することは可能であるが，法律としては，

多穣多様な農場談渡契約を徐々に統一的な規律におき換

えることを狙ったからだといわれる。しかし突際の慣行

では農場所有者が死亡のときまで農場を経営するに足る

カを十分もっていないところから，燦場が遺産として承

継されることはまれだということが指摘されている。か

ように，地方によっては，農場譲渡契約について法的規

制を欠く立法もあるが，農場令は，これについて規定を

おき(17条)， その性質を「前もって行なわれる農場相

続J (die vorweggenommene Hoferbenfolge) とみる

と同時に，差是場令における相続に関する規定と調和する

かぎりで，その苦手jカを認めることとした。実際に締結さ

れることの多いこの契約について規制をを行なった立法

として盗当なものとみることができる。この農場令の規

定に関して，判例i上争われた関難な問題は，農場譲渡契

約は黙示的に締結されうるか，ということである。

連邦裁判所第4民事部1954年2月16臼決定 (BGHZ

12， 287)に現われた事案によると， 74歳の差是場所有者

に8努l女の子力、、たが，そのうち4人の男子は死亡

し 3人の努子は農業以外の職業に従事して，ただ 1人

の娘は農夫と結婚した。結局 3男だけが幼い時から父

の農場で働いてきて1937年に結婚し 5人の子供をもっ

た。ところが父と 3男夫婦とは折り合いが慈し父は嫁

した娘と1951年に農場譲渡契約を締結してしまった。し

かし区裁判所 (AG.Freiburg/Elbe)は，幾場所有者に

よる本件の農場承継人の決定は権利滋用であり，良俗に

反し無効だという理由で，右の契約に承認を与えなかっ

た。控訴審 (OLGCelle)も原判決を維持し，連邦裁判

所も上告を楽却した。その判決要旨は，つぎのとおりで

ある。

i1. 直系卑属の1人が差是場に働き，その態様・範図・期

間により，彼が農場を主主謀まするものと差是場所有者がほの

めかし，その直系卑属もそのように思ってきた場合には，

その直系卑属が将来農場を承継することについての合意

があり，同時に，農場松続人にするとの決定がありうる。

2. かように，通常形式を欠く無効な合意に農場所有

者は信義議員災により法的拘束を受ける。しかし他の農場

相続人の選択が正当とされる特別の事情のあるときは，

右の拘束はなくなる。

3. 上の uこ述べた方法で、農場相続人に定められた直

系卑隠は，後で兵なった幾場格統人が決定されることに

より，その権利が侵害されることになるから，主要議を申

し立てうる。」

そのほか，問趣旨の判例がし、くつか出ているが，判例

が黙示的に差是場譲渡契約の効力を認めることにより，農

場所有者の怒主主による承継人の決定を防ぎ，正当な承継

人の利益を保護していることは注目に値する。

以上の農場譲渡契約とともに，差是場令は，死因処分

(V crfugung von Todes wegen)についても規定をおし、

ている(16条〉。

原則としては，民法に従い， ]立婚や死因贈与のごとき

死鴎処分は有効であるが，ただ無制限にその自由を貫く

と，農場令の日的とする農場の維持の要請がくずれるこ

とになる。

そこで農場令は，死因処分につき制約を加え， 1会場令

と調和するかぎりでのみ，死因処分を認めることとした。

長広継する農場の{価格についてつぎにのべると，幾場承

継人は，祭場を一人で承継する代わりに，イ滋の共同相続

人に対して補償を支払わなければならない。その苦手{阪の

仕方は各地方の慣行で，かなり慈があるが，一般的に

は，農場は取引価格 (Verkaufswert)ではなく，収益儲

格 (Ertragswert)で評価される。

この点につき，ヴユノレテンベノレグの事情はつぎの通り

である。一子総統人は幾場を承継するにあたり，負担に

苦しめられないように配慮される。長差場を家族の所有に

維持し，父視の財産がうたわれないためには，農場承継人

が「やっていけるJ(“sitzen kann勺ことが必婆であ

る。すなわち， i価格どおりでは暮してゆけないJ(“mit

dem Werte kann man nicht hausenつという諺の玉沢
すごとく，農場は，取引価格ではなく収益価格によって

評価される。ただし，慣習でいう収益鏑格一一地方によ

っては“Kindskaufspreis"…ーは経済学上の収益俄格

とは奥なり，経営が堪えうる価格というほどの意味であ

る。その価格の決定は，一子格統制度の議議事喜の問題の

一つであり，この点、で一子相続人と共向格統人との利容

が，最も鋭く対立する。通常すべての共同相続人のほ
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か，友人・知人も同席し，また差是場承継人の配偶者，あ

るいはその両親の意見も聴いて，価絡は決定される。村

長や公証人の意見合聴くことも多い。この場合，当事者

の家族関係や財産状態，たとえば撲場の負僚の有無，子

供の多寡，差是場承継人の配偶者の持参財産の大小，税金

の高低，共同和続人の職業等が考慮される。その結果決

定される{郎格は，取引価格の3分の2ないし 4分の 3の

場合もあり，時には，取引価格の2分の l以下の場合も

ある。あるいは，建物と付属物を除いた土地の取引価格

のこともある。この場合には，建物とその付属物は

子相続人が i種の先取相続分 (Vor閉めとしてこれを取

得するといわれる。いずれにしても，幾場評慨について

最も重婆なことは，一方においては諸子関の公平をはか

ることであり，他方においては，一子相続人に農場を維持

さぜることである。クラフトによると，遜常，共!可格統

人は，r父がそう欲したjといって，価格の決定をIEしい
ものと考える。この根拠をクラブトは，r家族精神が深く
根ざしていることJおよび「共同感情が強く発達してい
ること」に求めている。しかし，われわれは，右の「家

族矯神Jや「共同陵情」の指摘にとらわれれて，制度の

)底を流れている平等の理念を震過してはならないであろ

う。なお，ヴュノレテンベノレクの1930年法は，農場の年間

純益をまま準として農場の価格を決定することとなし，詳

細な規定をおいている。 (4条〕

同様に，農場令も，農場を収益価格で喜平倒するという

立場であるが，具体的には， 課税評価額 (steuerlichen

Einheitswert)に従って算定すべきこととしている。(12

条2項〕そして，その課税評価額は， 1934年の評価法

(Reichsbewertungsgesetz vom 16. Oktober 1934， RGBl. 

1， S. 1035) により， 農場の年間純益の18倍の額を規準

とすることとされている(19条2項〉。

農場は，右のように，近時の一子相続立法によると，

収益倣絡で評{泌され，したがって農場承継人以外の共同

松統人の受ける補償の額は必ずしも大きくないことにな

るが，このことは諸子平等の原則に反しないか。とくに

西ドイツにおいて基本法第3条 1項の平等原則に反する

ことはないかということが論じられている。この点、，シ

ヤノレダイは，一子相続法が，何役紀もの法懐習により図

まったものであること，当該の社会や一般社会の考え方

によってもIE当なものとされていること，かっこの方法

によってのみ，祭場を一体として家族に維持するという

経済的・社会的B的が達せられるから，事物の性質 (die
Natur der Sache)の婆求するところだという理由づ冷

安示している。そのほかさまざまの見解が示されている

が，学説は，一般的に，少な〈とも農場を収益評備で評

価するこは，憲法上の平等原則に反することがないとす

る点で一致している。ただ現行の農場令のごとく， 1934 

年の評価法により，課税評価額で差是場を評価すること

は，共i湾相続人の地位を不利益にするという観点、から，

若干の異論がみられるにとどまる O この点，連邦法務省

の農場法の草案は，上の課税務{阪額によらず，農場の兵

体的な収益i側絡により農場の{樹格を計算すべきこととし

ているが，これは将来の方向を示唆するものとして注目

してよいc いずれにしても，評価の規望書をどこに求める

か，ということは，技術的問題にとどまらず，実質的に

共同相続人の利益を左右する大きな問題である。

農場の言判断に関連して， ドイツ各地方の相続慣行によ

ると一子相続人が先取相続分を取得する例が多し、。しか

し，そのような慣習の存しない地方もある。たとえば，

ジュヴァノレツヴアルトやヴユノレテγベノレクにはこのよう

な慣習はない。ただし，ヴユノレテγベノレクの場合，官官述の

ごとく，収益(価格の決定が必ずしも厳密になされず，諸

事情によるため，先取相続分は，r堪えうる承継{悩格jの
なかに，すでに含まれているといわれる。この点ヴユノレ

テγベノレグの1930年法は，祭場を家族に維持するため，

一子格統人の負担を少なくするという考慮から，援場価

格の4分の lを先取相続分として幾場承継人に与えた0

~場令は，遺産債務を減じた農場価務の10分の 3 を先取

根続分と規定したが(12条3項〕これについても諸子五j1

等の原則との調和が問題とされている。しかし一子相続

人の過度の負担を避けさせるために，先取相続分を認め

るべきだとする学説が支配的である。

連邦法務省の草案も， 10:分の3の先取相続分を予定し

ている。

4. 幾場譲渡人に対する終身扶養義務

慣習によると，農場所有者が生前，農場を一子に譲渡

する場合，塁走場承継人は譲渡人夫婦に対し終身扶義の義

務を負う。その内容は，農場譲渡契約中に詳細にわたっ

て記載されるのが通常であるが，たとえばシュヴアノレツ

ヴアノレト地方の場合，居住権・利用機のほか，食糧・燃

料等の供給を受ける権矛iJが包含されている。すなわち，

大きい幾場で、は Speicherとよばれる隠居所 (Leibged-

ingsh加のがあって，農場譲渡人は，ここに隠居した。

小さい農場では，農場譲渡人は承継人の家屋に謄往し，

場合によっては， r小部屋J(“Stuble")に住む。通常被
扶養者は世帯を別にし，なお余力があれば農業をどま5子お

こなった。まずこ，彼らは「牛舎における第 1級もしくは

第2級の」乳牛を所有して，これを農場承継人の牧場で、

放牧させるか，または農業承継人がこれを飼育した。農

場譲渡人が乳牛の所有を欲しない時には，農場承継人は

「しぼりたてのJ牛乳を毎日供給する義務があった。そ
のほか食料品・燃料等を供給する義務があり，また定期
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的に若干の金銭を支払う義務もあった。 な扶養ないし社会保障的な内務に援き換えられつつあ

契約中では，しばしば終身扶養の費用が金銭で評価さ る。J

れていたが，通常その8倍が農場の価格を示した。隠居 以上のように諸外国における家族協定農業の背景は我

した者は，終身扶養を放棄することができ，この場合に が閣のそれとは異なっているが，すぐれた制度であれば，

は祭場承継人は年金を現金で支払わねばならなかった。 我が溺農業に適合した裂でとり入れることが議ましい。

もし老人が病気のため自己の世帯を推持できないときは

差是場承継人がこれを看護し，一切の求めに応ずる義務が 第4 総括と今後の課題
あった。このような終身扶養の義務が農場承継人にとっ

て，非常な圧迫となったことはいうまでもなく，場合に

よっては，農場譲渡人が広範な終身扶養を留保する結果，

終身扶養の方が全農場の収入以上になる場合があったと

いわれ，また終身扶養が数年後には農場の譲渡価格安超

過する事例iもあったといわれる。

以上は，シユヴアノレツグアルトにおける第2次世界大

戦前の事情であるが，第2次位界大戦以後の今日でも，

それほど大きい変化を玉沢していないといわれる。また，

fミ子相続の行なわれるヴユノレテンベノレクにおいても，以

上の事情は差がない。かような終身扶養をめぐって争い

があり，それが家庭内で片づかない場合には，村の名声

ある人物一ーかつては牧師一一ーによる仲裁がなされる。

しかしそもそも争いの生ずることは，きわめてまれであ

って，被扶養老は農場承継人と通常テーブノレ宅とともに

し，差是場承継人は被扶養者に孝養をつくす。近所の人達

も，被扶養老の権利が害されないか否かについて，大い

に関心を払う。したがって農場承継人にいちじるしい不

謹慎，あるいは非常な毅不孝がある場合にのみ契約が突

主主をもつに至るにすぎない。かような争いがあって，差益

場談渡人が隠居所にヲ!っ込んだり，近隣に移ると，終身

扶養は額箇遜りに，しかも現物給付に代えて金銭で与え

られなければならなくなる。以上のように，幾場所有者

夫婦の老後の保障が，通常は，農場承継人の家族との共

向生活による共同体的和合によって蔽われていても，そ

の背後に，冷厳な契約原理に立脚した財産権が控えてい

るということは，きわめて重要なことである。

かように，慣習上の終身扶養義務の内容は，農場承継

人にとって非常に大きな負担となるが，前記のごとく，

ノξーデンの1898年の一子相続法は，これについて規定を

おかなかった。また農場令も，右に示したごとき内容の

終身扶養義務については規定をおかず，当主に祭場の被相

続人の生存配偶者の終身扶養の議求権を一定の要件のも

とに規定するにとどめている。そのほか，この問題と密

接に関速することであるが， 1ヲ57年に 11災民の養老金に
関する法律J(Gesetz uber eine Altershilfe fur Land-
wire vom 27. 7. 1957口 GALBGBl， 1， S. 1063) が迷

邦法として制定され，同年10月1日から施行されてい

る。僚濁上の終身扶養義務が立法のうえで次第に合理的

家族協定は，差是村の近代化と，農業後継者確保の問題

として大きくクローズ・アップしてきた。

我が閣においては，俊民}欝分解過程に巻き込まれた家

族農業経営が，あとつぎを私的かつ個別的に確保するこ

とが困難になり，その存続に危機を感ずるに至っている

現状において，農業後継者問題としてとららえれている。

農業経営それ弱体としての存続が問題になるのは，や

はり経営規模の大きな農家で、あって，規模の小さなもの

の場合には，安定兼業への志向が強く「農業後継者問

題jは農業経営の存続の問題というよりも，老後の扶養

問題一般に解消してしまう傾向が強L、。

家族協定農業は，現在の家族農業経営の変化の延長上

に位置することは確かであり，経営主と後継者とのあい

だ，および後継者とそれ以外の子とのあいだの関係に理

論的にはすっきりした解決を与えているかにみえる。

「家族協定農業jは，過渡的にある日本の農村，特に

農業家族の近代化への一つの契機とも考えられるだけ

に，その成立のための言語条件がもっと科学的に精密に分

析されることが必要である。

「家族協定」がむずばれていく条件としては，第 lに

は戦後の民主主義的側値観が，ょうやく農業家族のなか

に浸透しはじめてきたことであり，第2には，日本経演

の動向に対応して，終業家族の構造自体が変化し，後継者

自体をもふくめて息子たちが離農傾向を示し，それをつ

なぎとめるために父の側からのいろいろな妥協が試みら

れるようになってきたことであるJ話し合いの機会がほ

しい」という青年腐の意見や，1いろいろ問題が多いよう

に怒われるが，表い者が意欲的になってくれるならば時

代の流れとして父子協業方式にすすまねばならないだろ

う」という経営支や母親の考え方は農業家族がその内部

からともかくも変化する過程にあることを示している。

K氏によると「家族農業経営の承継J=段家における経

営の交替は，つぎのように分類することができる。

( 1 ) 経営主の死亡によって承継することを隊員せとす

る場合一一〈死にゆずり)

(2) 経営主の引退によって承調査することを原則とす

る場合一一(生前贈与〕

(2)型にはくA)爾然裂とくB)漸次移行君主とがあり
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後者は a型， b裂 c裂に分類することができょう。

すなわち，

(A) 全面的移行型

(B) 漸次的移行型

(a) 急進型

(b) 緩徐型

(c) 代行型

であるといっている。

A裂は際、居慣行を踏襲したものであって，家長口経営

主の年齢または能力の減返せど理由に「あとつぎjに承継

させるもので、あって， r死にゆずりJの(1)裂にも例外
的にみられるものと同様な意味をもっている。

B裂は熔蔚のように画然、としおらず，1経営主jの機能

を漸次的に移行させていくものであって，いわばずるず

るべったり式に承継が行なわれるものである。おやじの

機能は農作業の主要任，部落会合への出席，現金の管理，

預金名義の変更，不動産所有名義の変更〈生官官婚与〉等で

あり，これらはほぼこのl綴序で「あとつぎ」に移行され

る。そのうち， a型は，経営主の病気とあとつぎの条件兵

備，またはその間の不幸R等のために急進的にその機能が

順次承継される場合であり，A裂に近く， b型は経営主の

漸次的能力減退とあとつぎの続カ成熟によって徐々に経

営主の機能を分化的に移行する場合であり c裂は経営

主の健康上の潔EI3.またはあとつぎの訓練のために経営

主の機能を代行させつつ次第に移行させる場合である。

主表者の立場としては，家族協定農業契約は文章化して

契約するということも大切であるが，しかし，家族聞に

おし、て話し合いの場ができるだけでも，農家の近代化に

役立つものと考える次第である。

また， I可じ家族協定について我が閣と諸外国とを比較

した結果つぎの点があきらかとなった。すなわち，家族

協定については，大きくわけて，①農業教育に関するも

の， @~業絞営権譲渡に潟するもの， (i)1!ffi定資産譲渡に

関するもの，<I;老後の扶養に関するものがあるが，我が

障においては，特に①農業教育に関するもの，@農業経

営権談渡に関するものが多い。これは農業後継者を確保

することに力点、をおき，また，農業後継者の年齢が幸子い

点に際限がある。

アメリカ・フランスにおいても，我が~との類似点が

多いが，アメリカにあっては，農業は他産業との対抗が

充分可能な生産性をもっており法人化されているものが

多いためその規模については比絞にならない。西ドイツ

においても個人主義が発達しているために，⑦箇定資産

の譲渡に関するもの，①老後の扶養に関するものが多

い。したがって，農業後継者確保というよりもむしろ，

老後の保障・社会保i濠的意味をもっといえる。

農村における問題点，とくに農村青少年をとりまく深

刻な問題点はJ家族協定Jに集中され，それによって問

題の解決をはかろうとしているといえる。

そしてこれは，差是村の近代化の一つのプロセスである

とみることができる。

家族協定を行った農家における農村生活の改善，なら

びに人間関係，農家権成員の生活意欲は向上していると

いえるが，個々の若手例については，今後の研究にまちた

L 、。

今後の課題

我が閣で、農村における「家族協定」をおしすすめてい

った場合， どのような課題が残されるかを以下ーに記した

し、。

すなわち，試案協定や経済部門協定は，当然既存の農

業教育や改良普及率去さとの関連としてどう対処していく

かの問題がある。

賃金協定の項目については，賃金水準やその計算方法

について報酬額をどのようにとり決めていくかという問

題がある。

生活の実態をみると，我が国農村の場合，父子筒で家

計が未分離であり，また生活面でち自給している函がか

なり多い現実では，来して「協定」の遵守がどの絞皮の

意味をもつのか，どこまで可能かが問題となる。

経営分割は賃金協定や共間経営協定の場合に予惣され

るもので，父子関で何らかのtjr.EI3によって経営が分割さ
れ零純化するのではなし、かという危倶が残る。

つぎに税制の面では，所得税(市町村氏税・道民税〉

贈与税・相続税などの関係において問題点が残る。賃金

を経営費として課税対象から除去するとすれば，さらに

問題が生じてくる。

農業法人(1戸 l法人〉については例えば共同経営協

定に関する問題が生じてくる。

農地法との関遂でみると，第3条の緩和移動の統制，

第21条の小作料統制iなどの点が関連してくる。

民法の均分相続制度は， J窓儲分侵害の問題を生ずるほ

か，賃金延期労働契約ともかかわってくるし，賃金を農

地等で支給するとした場合においては，都市近郊農村に

おいては潟地価の農地をいかに評価するかが問題となっ

てくる。

つぎに，老後の生活保障の関越が賃金協定にしろ賃金

延期労働契約の場合にしろでてくる。

!一家族協定jによって息子に労働報酬なり，農地が移

管するとなれば，肉親の老後生活の保障をどうするかが

不可欠の条件としてでてくるわけで、，我が慰の社会保障

制度の検討が要請されてくるのである。
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しかし，こうした点について，r家族協定jが円滑に農
村に導入されるべく，あらゆる角度からの研究が進めら

れる必要がある。

F付記，この研究をすすめるにさ怒って援助下さった現地
の方々，北大法学部教援山高iE男先生，北海道農業会議

の諸氏，前木茂氏，南幌高等学校教諭問中清一氏に対し

感謝の窓を表わしたい。
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家族協定幾業の現状と課題 北海道農業会議員 昭和41

年。

家族協定農業に関速する昔話j度上の磁言軍事項 北海道農業

会議。

関ドイツの重量村における資産相続とその脊索 )11弁儀。
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